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地 域 の つ な が り

第２章
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１．地域のつながりの現状

地域のつながりが生まれるきっかけ
地域におけるつながりは様々なきっかけから生まれ得る。隣近所の人と顔を合わせるうちに仲

良くなり、いつしか悩みを話す関係が築かれることもあるし、ボランティア活動を通じて知り合

い、協力して地域の課題を解決することで価値観を共有することもある。これら地域のつながり

は一つ一つ異なり同じものはない。しかしながら本白書では地域のつながりを、そのきっかけに

着目して以下の三つに整理したい。

第一は、ある場所に居住し生活することで生まれるつながりである。人々は居住し生活する中

で、顔を合わせる機会が多い近隣の住民と親しくなり、その結果として何らかのつながりが、い

わば自然発生的に生まれることが一般的である。このようなつながりの特徴について、その範囲

と選択可能性に着目して示すと、つながりの範囲は、住んでいる場所にも大きく左右されるが、

「向こう三軒両隣」という言葉に示される範囲が一つの目安となろう。また選択可能性について

地域のつながりの変化と現状
第2章●地域のつながり1第　 節

人は、自分や家族だけでは充足できないことや達成できないことについて、近隣に住む人との

助け合いによって満たしてきた。同じ集落に住む人々が協力して田畑を耕し、水を利用し、収穫

するといったことは、かつて我が国の中心産業であった農業を行う上では欠かせないことであっ

た。また、冠婚葬祭の手伝いや急病人が出たときの世話など「万が一のとき」だけでなく、日用

品の貸し借りや届け物を預かったりお裾分けしたりなどといった「日常のとき」も含めた隣近所

との協力関係は、農村部だけでなく我が国の至る所で目にされた光景である。さらに、地域の人

との協力関係は、仕事や生活の様々な面に及んでいたことから、個人が自ら主体的に選択できる

余地の少ない「全面的つながり」の関係に置かれることが通常であった。

ところが、経済・社会環境や人々の意識の変化に伴い、かつての全面的なつながりに大きな変

化が生じ、地域のつながりが希薄化したと言われている。その一方で近年では、地域における特

定の目的や課題に対応したボランティアや市民活動が新たなつながりとして増加傾向にある。さ

らに、少子高齢化の進展や地域の教育力の低下への対応として、地域が果たす役割への期待が大

きくなっており、地域のつながりの重要性がますます高まっている。

そこで本章では、「地域のつながり」を「ある場所に居住し生活することで生まれるつながり」、

「地域の地縁組織に参加することによって生まれるつながり」、「特定の目的を果たすため設立さ

れた組織に参加することによって生まれるつながり」の三つに区分し、それぞれのつながりがど

のように変化してきたかを明らかにした上で、変化の背景とその影響を検証するとともに、今日

抱えている問題を解消したり、期待されている役割を実現したりしている新しい地域の取組につ

いて、見ていくこととする。
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は、近隣の住民を選択することはできないが、近隣の住民とのつながりの程度は、つながりを結

ばないことも含めて選択が可能である。

第二は、地域の地縁組織に参加することによって生まれるつながりであり、典型的な地縁組織

として町内会・自治会がある。つながりの範囲は、地縁組織の圏域によって規定されるが、町ま

たは字の区域や小学校区単位であることが多い。また選択可能性については、加入資格が圏域内

に居住する住民に限定されていることが一般的であることから、通常は参加する町内会・自治会

を選ぶことはできない。さらに加入についても、しばしば義務化されているため、選択可能性が

低い。しかし、実際に活動をどの程度行うかについては、多くの場合、本人の自主性に任されて

いる。

第三は、特定の目的を果たすために設立された組織に参加することによって生まれるつなが

りであり、ボランティア団体やＮＰＯなどがその典型的な組織と言える。つながりの範囲はそ

の目的によって多様であり、一部の地域に限定されるものもあれば、全国的に広がる広域的な

ものもある。また選択可能性については、参加する組織、参加の程度ともに自らの選択に委ね

られている。

地域のつながりは様々な切り口から分類が可能であるが、本白書では、地域のつながりを以上

で示した三つの区分で整理し、便宜上、それぞれ、「近隣関係によるつながり」、「エリア型地域

活動によるつながり」、「テーマ型地域活動によるつながり」と呼ぶ。そしてここからは三つの区

分に沿って、地域のつながりの現状について見ていきたい。

近隣関係によるつながりは総じて浅い
まず近隣関係によるつながりの現状である。近隣関係によるつながりについては、①近隣の住

民と行き来する頻度（近隣関係の頻度）、②近隣の住民との関係の深さ（近隣関係の深度）によ

って測ることが可能である。そこでまずは近隣関係の頻度の現状を把握するため、隣近所に住む

人々との行き来について尋ねた結果を見ると、「よく行き来している」が10.4％、「ある程度行き

来している」が30.5％と、合わせて４割を超える人がある程度以上の頻度で近隣と行き来してい

る（第２－１－１図）。
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近隣住民と行き来が多い人、ほとんどない人は同程度 第２-１-１図 

近隣住民との行き来の程度 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により作成。  
 ２． 「あなたは現在、次にあげる人たちとどのくらい行き来していますか。（ア）から（キ）までのひとつひとつについてあては

まるものをお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）」という問に対し（ア）隣近所の人について回答した人の割合。 
　　　　３． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,365人（無回答を除く）。 
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（％） 

よく行き来している 

10.4 30.5 31.9 7.919.3

あまり行き来していない ほとんど行き来していない 

ある程度行き来している あてはまる人がいない 

40.9% 39.8%



しかしその一方で、「ほとんど行き来していない」が31.9％、「あてはまる人がいない」も7.9％

と、近隣との行き来がほとんどない人あるいはない人も４割弱いる。このように近隣関係の頻度

については、近隣住民との行き来が多い人も、行き来がほとんどない人も、それぞれ同程度いる

ことが分かる。

しかし近隣住民との行き来が多い人が、必ずしも深い近隣関係を築いているわけではない。近

隣関係の深さを把握するため、近隣関係を浅いものから順に、「挨拶程度」、「日常的に立ち話す

る」、「生活面で協力し合う」との三段階に分けて、このような関係を持つ人が近隣に何人いるか

尋ねた。その結果、挨拶程度といった最低限の付き合いさえ誰ともしない人は13.1％に過ぎない。

しかし、近隣関係が深くなるほど、そのような相手がいない人が増え、生活面で協力し合うよう

な相手を持たない人は65.7％と、３人に２人は深い近隣関係を持っていない（第２－１－２図）。

なお近隣関係の頻度が高い人は、生活面で協力し合う人が多いとの傾向は見られるものの、近

隣住民と「よく行き来している」人の24.7％、「ある程度行き来している」人の43.8％が生活面で

協力し合う人がいない（第２－１－３図）。つまり、近隣住民との行き来が少ない人も多い中、

行き来が多い人でも、深い付き合いにまでは至っていない場合が多く、このような観点から、近

隣関係によるつながりは総じて浅いと言うことができよう。
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近所に生活面で協力し合う人がいない人が多い 第２-１-２図 

近所付き合いの人数 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により特別集計。  
　　　　２． 「あなたのご近所づきあいについてお聞きします。次に挙げる項目にあてはまるご近所の方の人数をお答えください。」

という問に対し、回答した人の割合。「生活面で協力し合う人」は「互いに相談したり日用品の貸し借りをするなど、生
活面で協力しあっている人」、「日常的に立ち話する人」は「日常的に立ち話をする程度のつきあいの人」、「挨拶程
度の人」は「あいさつ程度の最小限のつきあいの人」である。  

　　　　３． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女で、「生活面で協力し合う人」は3,366人、「日常的に立ち話する人」は
3,359人、「挨拶程度の人」は3,350人。 
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結婚している人、子どもがいる人は、近隣関係が深い
ここまで近隣関係によるつながりの現状を見てきたが、近隣関係の頻度や深さは、個人の特性

や居住に関する特性などによって一定の傾向を示すことが想定される。そこでどのような人が、

①近隣との行き来が多いか16、②近隣と深い付き合いをしているか17について統計的に分析した

（第２－１－４表）。

分析結果から判断すると、まず、結婚している人、子どもがいる人は、それぞれ近隣住民との

行き来が多いとともに、近隣と深い付き合いをする傾向にあると言える。これは配偶者や子ども

といった家族を通じて、近隣関係が生まれ、深化する可能性を示唆している。またサラリーマン

は無業者と比べて、近隣住民との行き来が少なく、近隣関係も浅い傾向にあるが、これは居住地

域から離れる時間が長いサラリーマンは近隣関係を持ちにくいとの一般的な認識と整合的であ

る。さらに、年齢が高まるほど近隣住民との行き来が多くなるとの関係も見られる。

また居住に関する特性も近隣関係に影響を与えている。５年以上居住している人、農山漁村地

域に住む人については、近隣住民との行き来が多く、近隣と深い付き合いをする傾向が見られる。

第
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章

隣近所と行き来の多い人は、生活面で助け合う人も多い 第２-１-３図 

近隣関係の頻度と深さの関係 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により特別集計。  
　　　　２． 「あなたは現在、次にあげる人（「隣近所の人」）たちとどのくらい行き来していますか。（○はそれぞれ１つずつ）」という

問に対して得られた回答（「よく行き来している」～「あてはまる人がいない」）別に、「互いに相談したり日用品の貸し
借りをするなど、生活面で協力しあっている人」の人数を尋ね、回答した人の割合。  

　　　　３． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,353人。 
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16 隣近所の人と「よく行き来している」人または「ある程度行き来している」人を近隣との行き来が多い人と
した。

17 ご近所に、「互いに相談したり日用品の貸し借りをするなど、生活面で協力しあっている人」が少なくとも１
人以上いる人を深い付き合いをしている人とした。



一方、賃貸集合住宅に住んでいる人は、持ち家一戸建てに住んでいる人と比べて、近隣住民との

行き来が少なく、近隣関係も浅いと言える。そしてこれらの結果は、長く住むほど近隣関係が構

築される、農山漁村地域の近隣関係は強い、賃貸集合住宅における近隣関係は弱いといった、一

般的な認識とも矛盾がない。

エリア型地域活動とテーマ型地域活動によるつながりを持つ人は少ない
次にエリア型地域活動によるつながりの現状である。エリア型地域活動の「場」となる地縁組

織には様々な形態があるが、町内会・自治会はその典型であろう。まず町内会・自治会でどのよ

うな活動が行われているか見ると、区域の環境美化や住民相互の連絡、防災活動・地域の安全確
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子どもの有無や住宅形態は近隣関係に影響を与える 第２-１-４表 

①近隣関係の行き来をする確率 

　近隣関係の行き来をする確率が高くなる要素 
　　　・年齢が高いこと          
　　　・子どもがいること          
　　　・既婚・有配偶者であること          
　　　・居住年数５年以上であること          
　　　・農山漁村地域に住んでいること          
　　　・社会のために役立ちたいと思っていること          
           
　近隣関係の行き来をする確率が低くなる要素         
　　　・大学・大学院卒であること         
　　　・サラリーマンであること         
　　　・持ち家・集合住宅であること         
　　　・借家・集合住宅であること         
　　　・給与住宅などその他の住宅に住んでいること         

  
②近隣と深い付き合いをする確率          

　近隣と深い付き合いをする確率が高くなる要素         
　　　・子どもがいること         
　　　・既婚・有配偶者であること         
　　　・居住年数５年以上であること         
　　　・商業施設などが立ち並ぶにぎやかな地域に住んでいること         
　　　・農山漁村地域に住んでいること         
　　　・社会のために役立ちたいと思っていること         
          
　近隣と深い付き合いをする確率が低くなる要素         
　　　・大学・大学院卒であること         
　　　・サラリーマンであること         
　　　・借家・集合住宅であること         
　　　・給与住宅などその他の住宅に住んでいること  

１．内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により作成。  
２．近隣関係の行き来の有無および近隣の助け合う人の有無と個人の属性や居住地域との関係を、 
     統計モデル（プロビット・モデル）により推定し、10％水準に有意な結果が得られた変数を示すもの。  
３．詳しくは、付注２－１－１参照。 

（備考） 
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保など多岐にわたっている（第２－１－５図）。

ここで町内会・自治会への参加の頻度から、エリア型地域活動によるつながりの程度を見ると、

町内会・自治会の活動に「参加していない」が51.5％と半数を占めている（第２－１－６図）。ま

た、「月に１日程度」以上の参加も12.7％にとどまっており、エリア型地域活動によるつながりを

持つ人は少ないと言うことができる。

続いてテーマ型地域活動によるつながりの現状である。テーマ型地域活動としては、ボランテ

第
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章

町内会・自治会の活動は多岐にわたっている 第２-１-５図 

自治会･町内会などの主な活動分野 

（備考） １． 財団法人日本都市センター「自治体におけるコミュニティ政策等に関する実態調査」（2001年）により作成。  
　　　　２． 「自治会･町内会等の主な活動分野はどうなっていますか（あてはまるもの全てに○）。」という問に対して、回答した

地方公共団体の割合。  
　　　　３． 回答した団体は、526団体。 　　　 
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ィア・ＮＰＯ・市民活動やスポーツ・趣味・娯楽活動などが考えられる。そしてその活動分野を、

ＮＰＯを例に取って見ると、「保健、医療又は福祉の増進を図る活動」、「子どもの健全育成を図

る活動」、「環境の保全を図る活動」など、エリア型地域活動と同様、多岐にわたっている（第

２－１－７図）。

ただし、エリア型地域活動は一つの組織で様々な活動を行う一方で、テーマ型地域活動は一つ

の組織で行う活動分野は絞られているとの違いがある。ここでテーマ型地域活動を、ＮＰＯなど

のボランティア・市民活動に絞り、その参加頻度を尋ねた結果を見ると、「参加していない」が

81.3％と大半を占めている（第２－１－８図）。そして「月に１日程度」以上の頻度で参加してい

る人の割合は7.2％に過ぎず、エリア型地域活動と比べても、このようなつながりを持つ人が更に

少ないことが分かる。

近隣関係を持つ人と地域活動に参加する人の特性はおおむね一致
エリア型地域活動やテーマ型地域活動によるつながりは、近隣関係のように地域で生活するこ

とで半ば自然発生的に生まれ得るものではなく、参加することがつながりの第一歩となる。よっ

て地域活動によるつながりを持つ人の特性は、近隣と深いつながりを持つ人の特性と異なる可能

性がある。そこでどのような特性を持つ人が、地域活動に参加する傾向にあるのか、別途統計的

に検証した。

分析結果を見ると、結婚している、子どもがいる、年齢が高い、有業者でない、農山漁村地域

に居住する、持ち家一戸建てに居住するといった特性を持つ人が、いずれかの地域活動に参加す

る傾向にあることが分かる（第２－１－９表）。つまり近隣関係を持つ傾向にある人の特性と、

地域活動に参加する傾向にある人の特性の多くが一致している。また、５年以上居住している人
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町内会・自治会への参加は年数回程度以下が大半 第２-１-６図 

町内会・自治会への参加頻度 

 
（％） 

月に1日程度 

年に数回程度 

参加していない 

週に2～3日程度 

ほぼ毎日 

週に1日程度 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により作成。  
　　　　２． 「あなた自身の地域における活動についてお聞きします。あなたは現在、＜Ａ欄＞のような活動に参加されていますか。

参加の頻度についてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）」という問に対し、町内会・自治会について回答した人
の割合。  

　　　　３． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,365人（無回答を除く）。 

35.8

0.6

12.7％ 1.0

1.9

9.2

51.5
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多様なＮＰＯの活動分野 第２-１-７図 

ＮＰＯ法人が特に力を入れている活動分野 

（備考） １． 内閣府「市民活動団体基本調査」（2006年）により作成。  
　　　　２． 「貴法人の活動分野についてお尋ねします。ＮＰＯ法別表に掲げる特定非営利活動の分野のうち、貴法人の定款上

に記載している活動分野及び特に力を入れている活動分野について、該当する番号すべてに○を付けてください。」
との問に対し、「特に力を入れている分野」に回答した法人の割合。  

　　　　３． 回答した法人は、特定非営利活動法人1,010法人。 

0 10 20 30 40 50
（％） 

1.0

2.1

2.5

3.5

3.5

3.7

4.6

4.7

6.2

6.9

7.6

13.8

14.7

17.0

18.9

23.3

39.2

環境の保全を図る活動 
 

まちづくりの推進を図る活動 
 

学術、文化、芸術又は 
スポーツの振興を図る活動 

保健、医療又は福祉の 
増進を図る活動 

子どもの健全育成を図る活動 

社会教育の推進を図る活動 
 

国際協力の活動 
 

活動を行う団体の運営又は 
活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

職業能力の開発又は 
雇用機会の拡充を支援する活動 

情報化社会の発展を図る活動 
 

人権の擁護又は 
平和の推進を図る活動 

経済活動の活性化を図る活動 
 

地域安全活動 
 

男女共同参画社会の形成の 
促進を図る活動 

科学技術の振興を図る活動 
 

消費者の保護を図る活動 
 

災害救援活動 
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ＮＰＯなどのボランティア・市民活動への参加の頻度は更に少ない 第２-１-８図 

ＮＰＯなどのボランティア・市民活動への参加頻度 

 
（％） 

月に1日程度 

年に数回程度 

参加していない 

週に2～3日程度 

ほぼ毎日 

週に1日程度 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により作成。  
　　　　２． 「あなた自身の地域における活動についてお聞きします。あなたは現在、＜Ａ欄＞のような活動に参加されていますか。

参加の頻度についてお答えください。（○はそれぞれ１つずつ）」という問に対し、ＮＰＯなどのボランティア・市民活動
について回答した人の割合。  

　　　　３． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,355人（無回答を除く）。 

0.7

7.2％ 0.8

1.5

4.3

11.4

81.3

地域活動への不参加には、就業の有無や住宅形態といった要因が影響する 第２-１-９表 

地域活動への不参加確率が高くなる要素 

　　 ・有業者（サラリーマン、自営業者）であること   

　　 ・集合住宅に住んでいること          

　　 ・借家・一戸建てに住んでいること          

　　 ・給与住宅などその他の住宅に住んでいること          

           

 地域活動への不参加確率が低くなる要素          

　　 ・年齢が高いこと          

　　 ・子どもがいること          

　　 ・既婚・有配偶者であること         

　　 ・居住年数５年以上であること         

　　 ・農山漁村地域に住んでいること         

　　 ・社会のために役立ちたいと思っていること 

１．内閣府「国民生活選好度調査」(2007年)により作成。  
２． 地域活動への参加有無と個人の属性や居住地域との関係を、統計モデル（プロビット・モデル）により推 
　 定し、10％水準に有意な結果が得られた変数を示すもの。  
３． 詳しくは、付注２－１－１参照。 

（備考） 

がそれ未満の居住年数の人と比べてより地域活動に参加する傾向にあり、地域活動への参加には

一定の居住期間が関係していることが分かる。
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地域の「つながり持ち」は全体の16％
近隣関係を築き深める傾向にある人と、地域活動に参加する傾向にある人は、おおむね共通し

た特性を持っていることを指摘したが、これは近隣関係が深い人ほど地域活動を活発に行うとい

うような関係があることを示唆している。これを確認するため、地域活動への参加状況、近隣関

係の頻度との関係を見ると、参加する地域活動の種類が増えるにつれて、近隣住民との行き来も

多くなるとの傾向を見ることができる（第２－１－10図）。

地域のつながりを総合的に把握するため、人々が、どの程度深い近隣関係を持っており、同時

にどの程度の頻度で地域活動へ参加しているか見よう。日常的に助け合うといった深い近隣関係

を持つとともに、地域活動に月１日以上参加している人、いわば、「つながり持ち」とも呼べる

人の割合は16.0％である（第２－１－11表）。また、日常的に助け合うような深い近隣関係を持つ

が、地域活動には全く参加しない人、あるいは、地域活動には月１日以上参加しているが、近隣

関係は挨拶程度あるいはそれすらも行わない人、つまり、一点豪華主義的なつながりを持つ人の

割合は10.3％とそれほど多くない。

地域活動に参加する人ほど、近隣関係も深い 第２-１-10図 

地域活動への参加状況と隣近所との付き合い程度の関係 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により特別集計。  
　　　　２． 「地域活動」とは、「町内会・自治会」、「その他の地縁活動（婦人会、老人会、子ども会等）」、「スポーツ・趣味・娯

楽活動（各種スポーツ・芸術文化活動等）」、「ＮＰＯなどのボランティア・市民活動（まちづくり、高齢者・障害者福祉
や子育て、美化、防犯・防災等）」の四つを言う。「隣近所との付き合いの程度」は、「あなたは現在、次にあげる人た
ちとどのくらい行き来していますか。（ア）から（キ）までのひとつひとつについてあてはまるものをお答えください。（○は
それぞれ１つずつ）」という問に対し、（ア）隣近所の人について回答した人の割合。  

　　　　３． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,358人。 
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（％） 

ある程度行き来している 
1種類の地域活動 

に参加 
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〉 

〈隣近所との付き合いの程度〉 



地域から孤立している人は全体の2割 第２-１-12図 

地域活動および近所付き合いの程度 

地域活動に不参加・ 
近所づきあいしている人がいない 

地域活動に不参加・ 
あいさつ程度の最小限の 
つきあいの人のみ 

地域とのつながりあり 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により特別集計。  
　　　　２． 「地域活動への不参加」は、「町内会・自治会」、「その他の地縁活動」、「スポーツ・趣味・娯楽活動」、「ＮＰＯなどの

ボランティア・市民活動」のいずれの地域活動にも参加していないことを示す。  
　　　　３． 「近所づきあいしている人がいない」は、「あなたのご近所づきあいについてお聞きします。次に挙げる項目にあてはま

るご近所の方の人数をお答えください。」という問に対し、「互いに相談したり日用品の貸し借りをするなど、生活面で
協力しあっている人」、「日常的に立ち話をする程度のつきあいの人」、「あいさつ程度の最小限のつきあいの人」の
いずれもいない人を示す。「あいさつ程度の最小限のつきあいの人」は、同質問に対し、「あいさつ程度の最小限の
つきあいの人」のみが１人以上いる人を示す。  

　　　　３． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,311人。 

13.8

7.0

79.2

 
（％） 

20.8％ 
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地域の「つながり持ち」は全体の16％ 第２-１-11表 

地域活動頻度別の付き合いの程度 

地域活動に 
月に1日以上参加 

地域活動に 
年数回参加 

地域活動に 
参加していない 

助け合う人がいる 

立ち話する人以下 

挨拶だけ以下 

近所付き合い 
地域活動 

（％） 

16.0 

11.7 

3.9

11.9 

12.1 

6.3

6.4 

10.9 

20.8

10.3％ 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により特別集計。  
　　　　２． 地域活動への参加頻度は、「町内会・自治会」、「その他の地縁活動」、「スポーツ・趣味・娯楽活動」、「ＮＰＯなどの

ボランティア・市民活動」の四つのうち、いずれかの地域活動で最も高い参加頻度を示す。  
　　　　３． 「助け合う人がいる」は、「あなたのご近所づきあいについてお聞きします。次に挙げる項目にあてはまるご近所の方の

人数をお答えください。」という問に対し、「互いに相談したり日用品の貸し借りをするなど、生活面で協力しあっている
人」が１人以上いる人。「立ち話する人以下」は、同質問に対し「助け合う人」がおらず、「日常的に立ち話をする程
度のつきあいの人」が１人以上いる人。「挨拶だけ以下」は、「助け合う人」と「立ち話する程度の人」がおらず、「あ
いさつ程度の最小限のつきあいの人」のみが１人以上いるまたは近所付き合いが全くない人である。  

　　　　４． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,311人。 
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「地域から孤立する人」は2割
そのような中、挨拶程度以下の近所付き合いしかせず、地域活動に全く参加していない人は

20.8％に上っており、いわば「地域から孤立する人」は少なくないことが分かる（第２－１－12

図）。この地域から孤立する人の中には、近隣関係を持たず、地域活動にも参加しないといった、

完全に地域から孤立した人も含まれるが、このような「地域から完全に孤立している人」の割合

は全体の7.0％となっている。

では地域から孤立している２割の人々はどのような人なのだろうか。ここまでの分析で、近隣

関係が深い人、地域活動に参加する人の特性を明らかにした。直感的に、地域から孤立する人は、

これら特性を持たない人、つまり若い人、配偶者がいない人、子どもがいない人、雇用者、居住

年数が５年未満の人、賃貸集合住宅に住む人であることが想定される。そこで実際に改めて統計

的に分析し直したところ、おおむね想定した結果が得られた（第２－１－13表）。

「つながり持ち」は高齢者に多く、「地域から孤立する人」は若年者に多い
こうした「つながり持ち」や「地域から孤立する人」について年齢層別に見たところ、「つな

がり持ち」は年齢の高い層に多く、50歳以上で70.9％を占めている。一方、「地域から孤立する人」

は年齢の低い層に多く、39歳以下で61.9％を占めている（第２－１－14図）。

また別の調査で、60歳以上の人に「ふだんの生活で、家族以外に若い世代との交流の機会はあ

るか」尋ねたところ、若い世代との交流がない人（「ほとんどない」と「全くない」と回答した

人）の割合は52.8％となっている（第２－１－15図）。さらに、若い世代との交流がある人（「よ

くある」または「たまにある」と回答した人）に対して、交流相手を尋ねたところ、「壮年の世

代」を挙げる人が67.8％となっており、若い世代、特に子どもとの交流はそれほど多くない。

以上から、地域のつながりは年齢の高い人に集中していることがうかがえる。

サラリーマンや単身世帯の人は地域から孤立しやすい 第２-１-13表 

（備考） １． 内閣府「国民生活選好度調査」(2007年)により作成。  
　　　　２． 地域の孤立しやすさと個人の属性や居住地域との関係を、統計モデル（プロビット・モデル）により推定し、10％水準

に有意な結果が得られた変数を示すもの。  
　　　　３． 詳しくは、付注２－１－１参照。　　　  

低い（孤立しない） 地域から孤立 
する確率 

高い（孤立する） 

・子どもがいること  

・既婚・有配偶者であること  

・居住年数５年以上であること  

・年齢が高いこと  

・農山漁村地域に住んでいること  

・社会のために役立ちたいと思っていること 

・有業者（サラリーマン・自営業者）である
こと  
・借家・集合住宅に住んでいること  
・大学・大学院卒であること  
・給与住宅などその他の住宅に住んでいる
こと  
・工場や倉庫が建ち並ぶなどその他の 
地域に住んでいること 
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第２-１-14図 つながりは高齢者に偏在し、若年者は孤立傾向 

年齢層別のつながり状況 

つながり 
持ち 

孤立化 

0 20 40 60 80 100
（％） 

50歳以上： 70.9％ 70～79歳 
60～69歳 

50～59歳 40～49歳 30～39歳 20～29歳 
15～19歳 

3.0

2.5

11.0 26.7 24.2 11.9 13.0 9.6 3.6

11.1 12.5 25.1 25.3 20.6

39歳以下： 61.9％ 

（備考） １．  内閣府「国民生活選好度調査」（2007年）により特別集計。 
２． つながり持ちは、「町内会・自治会」、「その他の地縁活動」、「スポーツ・趣味・娯楽活動」、「NPOなどのボラン
ティア・市民活動」のいずれかの地域活動に月１日以上参加し、「あなたのご近所づきあいについてお聞きします。
次に挙げる項目にあてはまるご近所の方の人数をお答えください。」という問に対し、「互いに相談したり日用品
を貸し借りをするなど、生活面で協力しあっている人」が1人以上いる人。孤立化は、いずれの地域活動にも参
加せず、「あなたのご近所づきあいについてお聞きします。次に挙げる項目にあてはまるご近所の方の人数をお
答えください。」という問に対し、「あいさつ程度の最小限のつきあいの人」が1人以上いるまたは近所付き合い
が全くない人を示す。 

３．  回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女3,311人。 

第２-１-15図 高齢者は若い世代との交流が少ない 

高齢者の若い世代との交流状況 

0 20 40 60 80 100
（％） 

ある： 47.2％ 

交流相手 

よくある たまにある ほとんどない 全くない 

35.2 17.720.2 27.0

（備考） 

ない： 52.8％ 

１．  内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（2003年）により作成。 
２． 「あなたは、普段の生活で、家族以外に若い世代との交流の機会はありますか。」という問に対し、回答した人の
割合。 

3．  回答者は、全国の60歳以上の男女2,860人。 
4． 上記2.で「よくある」または「たまにある」と答えた人に、「その交流は、どのような世代と行っていますか。この中
であてはまるものをいくつでもお答えください。」と尋ね、回答した人の割合。 
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